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地域の暮らしを良くするためのインフラ整備や公共サービスの提供は、地域住民に様々な便益を
もたらしている。この便益には、直接的な利用者便益の発現だけではなく、利他性などに基づく非
利用価値としての便益も含まれる。本研究では、人々の地域とのかかわりや地域への意識や認識と、
非利用価値の発現との関係について、支払意思を問うアンケート調査をもとに分析した。その結果、
利他的な効用による支払い意思が高くなるのは、高齢層、高所得者、まちづくりへ積極的にかかわ
っている人、地域の中で自分自身が快適に楽しく生活できている人である傾向が確認された。 
 
Key Words : Emergency Medicine,  Mortality Risk Reduction,  CVM,  CPR,  Altruism,   
Social Capital 
１．はじめに 
地域の暮らしを改善するためのインフラ整備や地域づくりの取り組みには、地域での暮らしの利
便性や快適性を高める効果や地域経済の活性化に加え、地域の自立性や持続可能性に資する地域へ
の帰属意識や愛着の高まり、地域住民の協働促進といった効果も期待される。地方分権の進展や少
子高齢化、人口減少社会の到来は、地域の持続可能性を脅かすものとなりかねない。地域の持続可
能性を担保するには、安定した税収確保や行政サービスの効率化といった財政面での対策だけでな
く、地域住民の力を借りた官民協働による公共サービス提供の可能性を模索する必要がある。 
地域において必要な公共サービスの選別、その担い手の分担と育成に関して、具体的な個々の取
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り組み事例の紹介は数多く存在するが、経済学的な考察は、不十分である。担い手となりうる企業
や団体が存在するケースでは、PFIや民営化などに関する情報の非対称性、リスク分担についての
契約理論に基づくアプローチが多くの成果を上げているものの、地域住民の効用、特に利他的効用
に着目し、当該地域で価値が大きく、その地域にふさわしい公共サービスや必要と考えられる公共
サービスを分析する研究は十分に行われていない。 
直接的な利用価値に基づくアプローチのみによる事業評価、政策評価により、画一的なくにづく
りやまちづくりを進める計画・マネジメントの方法だけではなく、間接的利用価値や非利用価値
（Non-Use Value）を十分に考慮した評価手法を用いることで、地域の特性を活かした地域づくり
と、それを支援する公共サービス・政策を選別しやすくなるのではないだろうか。本研究では、公
共サービスやインフラ整備による便益のうち、利他性に基づく非利用価値に着目し、この大きさに
影響を与える要素を考察する。数多ある公共サービス・インフラ整備の中から、救急救命に着目し、
住民の個人属性や地域への意識、認識、地域での取り組みなどが、救急救命に関する利他的な効用
とどのような関係にあるかを、CVM（Contingent Valuation Method）を用いて調査・分析する。
非利用価値は、費用便益分析にて実務的に扱うことが難しい項目であり、便益計測の結果の精度に
は、課題も多い。本研究では、CVMにより支払い意思額（WTP：Willingness to Pay）を計測す
るが、この結果を、費用対効果の計測に活用できるような精度は期待できない。金銭的な評価はあ
くまでも定量的な考察のための物差しであり、便益を精度よく計測するものではないことに注意さ
れたい。 
２．事業評価手法と利他性の扱い 
（１）事業評価手法と非利用価値 
公共事業や地域づくりの取り組み等を評価する手法は、費用便益分析による金銭単位での効率性
評価手法、それに貨幣換算が困難な要素を加えて評価する費用対効果分析、事業の効果項目や目的
の達成状況を考慮して総合得点を付ける総合的評価、事業の達成度に着目するアウトカム評価など
があり、プロジェクトの実施前、実施中、実施後といったタイミングごとに、特性を考慮して評価
手法を選別し、適用されている。 
これらの評価において、プロジェクトの効果の中心となるのは、直接的利用価値である。たとえ
ば、国土交通省の評価マニュアル[1]では、道路整備事業の場合、移動の時間短縮、走行経費縮減、
交通事故減少の3つの効果が貨幣換算により評価されている。時間短縮の効果は、移動している本
人、もしくは、業務目的であれば、雇用している企業や団体にとっての効果を計測している。走行
経費についても同様である。交通事故減少については、事故の発生に伴う人的、物的損害や事故に
伴う渋滞での時間損失が回避されるとして、算定される。ここでも、事故の当事者や渋滞に巻き込
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まれる車両の数量に着目して計測される。ただし、時間短縮の効果では、選好接近法から原単位を
設定すれば、人や荷物の到着を待つ側の人への配慮や想いもある程度計算に含まれることになり得
る。このような直接の利用者以外へもたらされる効果については、実務的には考慮される機会は少
なく、研究としての計測にとどまることが通常である。一方、交通事故の評価では、人的損失の原
単位の計測の際に、遺されることになる家族等への想いが計算に入っている可能性がある。 
道路整備に伴う交通コストの変化が産業立地や人口移動をもたらし、地域経済に影響を及ぼす効
果を捉えることもある。これらは波及的影響を考慮した効果分析であり、ヘドニックアプローチや
SCGE、CUE などによる研究成果、分析結果は数多い。この場合でも、効果の大半は直接的利用
価値に基づくものであるが、集積による外部効果や、家族の通学、通院等を配慮する利他性が立地
選択に影響を与えることもありえるため、分析対象となる効果は、より包括的である。 
道路整備の効果には、他にも、道路が街並み形成の基礎となり、まちづくりの軸となる効果、ト
ランジットモールや景観形成などの通行以外に基づくまちづくりの効果も存在する。道路は通行や
輸送だけの空間ではなく、地域の貴重なオープンスペース、共有スペースである。このような道路
の活用、役割を考慮すれば、地域住民が間接的利用価値や存在価値を認識していても不思議ではな
い。 
道路の整備が十分でないことにより、街が寂れることとなれば、それをさみしがる人もいるであ
ろう。また、街灯や避難路、点字ブロックやエスコートゾーン、段差解消などのバリアフリー設備
といったものからは、安全、安心への利他的な効用も多く生じていることであろう。 
事業評価では、直接的利用価値を基本にして分析を行うが、利他性に伴う価値を排除するもので
はない。計測技術、精度、データ制約等により、計測に加味されるものと、それが現状では困難な
ものが存在している。 
また、直接的利用価値の計測に用いる原単位は、個人属性や社会経済の状況により、値が異なる。
たとえば、交通インフラ整備の評価に用いる時間短縮便益原単位の場合、わが国では、実務におい
ては、賃金率を用いた設定が一般的であるが、賃金水準は、経済の成長、景気の変動などの影響を
大きく受ける。また、空港整備事業のように、利用者の属性に偏りが認められる場合には、利用者
に合わせた原単位設定が検討されることもある[2]。同様に、非利用価値であっても、その価値の基
礎となる単位は絶対的な基準によって定められるものではなく、個人の属性や地域、社会に応じて
異なるものであると考えられ、適切な考察が求められるものと考えられる。 
（２）既往研究と本研究の考え方 
地域にとって必要な公共サービスの選別、その担い手の分担と育成に関して考えるのであれば、
地域内の人々に対する利他性が大きい地域や大きく発揮される効果項目、公共サービスの種別につ
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いて分析することが有益である。 
インフラ整備の便益計測に関して利他性に着目した研究としては、松島らの一連の研究[3,4]がある。
松島らは障碍者のための施設の便益計測の際に、利己性、利他性を分けてCVM 調査するための理
論的整理、調査票の設計を行っている。地域公共交通のオプション価値を計測する研究[5,6,7]も事例
が多い。 
地域への帰属意識や住民の連帯感を高める要素として、地域への好悪の感情や満足感、出身地域
であるか否か、といったことが考えられる。また、地域への好悪の感情や満足感は、地域づくりの
取り組みへの参加や協力行動と無関係ではないであろう。これらの関連について調査した知見[8,9,10]
も報告されている。社会関係資本（Social Capital）の状況もこれらに関連が深いと考えられる。社
会関係資本の蓄積状況についての調査[11,12]や、コミュニティ形成との関連についての研究事例[13,14]
も存在する。 
本研究では、公共事業等により地域内の住民に受益がある場合、自分自身や家族の受益だけでな
く、他の住民の受益に対して利他性に基づく効用を持つことを想定し、このような利他性と地域で
の活動、地域の社会関係資本への認識との関連を分析することを目的とする。地域住民への利他性
を生じる場面として救急救命に着目した。本研究では、CVM アンケートを設計し、個人の属性や
地域への意識、地域との関わりや地域への意識、認識を併せて質問することで、定量的にこれらの
関係を分析することを試みる。 
３．調査概要 
本研究で実施したアンケート調査の概要は表1のとおりである。 
 
表1 アンケート概要 
調査時期 2016年3月 
調査方法 インターネットアンケート 
回収票数 2,560票 
調査対象 43道府県在住の20歳～69歳の男女 
主な設問 
個人属性、地域との関わりや行動、地域に対する認識 
地域での救急救命の効果に対する支払い意思とその回答理由 
救命効果の設定 
提示した救命効果（救命率の向上）の程度や表記の異なる8ケースを設定 
※ 8種類×320票の調査を実施 
 
アンケートの回答者は、株式会社マクロミルのインターネットアンケートモニターである。イン
ターネットアンケートにより調査を実施したため、回答者のスクリーニングを行い、回収票数につ
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いての割り付け設定を性別、年齢に関して行った。スクリーニング調査では、医療・救急関係の職
に従事している人、自身がいつ命に係わる状態で救急搬送されるか不安であるという認識を持って
いる人、自身の居住地区は火災や急病時には消防車や救急車が他の地区よりも確実に早く到着する
ような地区であると認識している人、を調査対象から除外した。性別は男女同数、年齢は 20 代か
ら60代を年齢層別人口構成比に合致するように回収した。 
調査対象者の居住地は、東京都、神奈川県、愛知県、大阪府を除く 43 道府県とした。本調査で
は、救急医療の環境の改善に関する質問を行うことから、現状を良い状態と認識している回答者は、
調査票に示す前提条件を受け入れにくいであろう。そのような回答上のバイアスが大きくなること
を防ぐため、上述のようなスクリーニングを行った。回収を円滑に行うため、スクリーニングで排
除されやすいと考えられる人口集中地区の居住者をなるべく除外してサンプリングすることを目指
し、人口集中地区人口の多い上記4都府県をあらかじめ対象から除いている。なお、埼玉県も人口
集中地区人口は愛知県と同程度の水準であるが、関東地方の回答者が人口規模に対して著しく少な
くなることを避けるため、除外対象とはしていない。 
設問内容については、特に本研究の分析に関連のあるものは、表5の変数の説明を参照されたい。 
 
表2 提示したスコープの比較 
ケース 
提示した数字 
（救命率、死亡者数） 
全国平均との比較表現 
without with without with 
A 3% 5% 低い 同じ 
B 3% 7% 低い 高い 
C 5% 7% 同じ 高い 
D 3% 4% 低い やや低い 
E 4% 5% 低い 同じ 
F 92 人 90 人 多い 同じ 
G 92 人 88 人 多い 少ない 
H 91 人 90 人 多い 同じ 
※ A と F は同等の救命状況。A は心肺停止状態の搬送者の救命率で説明、F は人口 10 万人当た
りでの心肺停止状態で搬送されて死亡する人数で説明。 
※ BとG、EとHも同等の救命状況。 
 
本調査のシナリオにおいて便益として認識されるべきスコープ（評価対象）は、心肺停止状態で
の救急搬送における救命確率の改善により、自分や自分の家族を除く地域の人々が救命される可能
性が上がることである。これに対する効用の変化を捉えたい。救命確率の改善は、地域住民が救急
講習を受講するなどして、市民による心肺蘇生（バイスタンダーCPR: bystander Cardiopulmonary 
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Resuscitation）を推進することにより、もたらされるとする。スコープの提示に当たっては、救命
確率改善のwith-without、すなわち、改善前と改善後の設定と説明方法に関して、表2のようにケ
ースAからケースHまで8種類用意し、それぞれを320票ずつ回収した。 
たとえばケースAでは、「最近の統計では、日本国内で心肺停止状態で救急搬送されるケースが、
年間約 12 万件発生しています。これは人口 10 万人あたり年間 95 件くらいの頻度です。心肺停止
で救急搬送された人が 1 か月後も生きているケースは約 5％となっているのですが、救急車の到着
や病院への搬送に時間がかかるほど、生存の確率は下がってしまいます。仮に、あなたの地域は、
心肺停止の状態で救急搬送された時の 1 か月後の生存確率が全国平均より低い 3％程度となってい
るとして考えてください。」「地域によっては、救急車の到着が遅くても命を救うために、地域の住
民が心臓マッサージや AED などの心肺蘇生法の講習を受けておき、もしもの時には、救急車が来
る前に、住民が応急手当てをして救命の確率を高めようとする取り組みが進められています。」「そ
こで、あなたの地域でも、このような住民による心肺蘇生の取り組みを進めれば、心肺停止で救急
搬送される人の 1 か月後の生存確率を、全国平均より低い 3％程度から全国平均と同程度の 5％程
度へ改善できるとします。」と生存確率、つまり救命できる確率を示して説明している。下線部の数
字や表現はケースごとに表2のとおり異なる。 
また、ケースFでは、「最近の統計では、日本国内で心肺停止状態で救急搬送され、1か月以内に
亡くなってしまうケースが、年間およそ 11 万 5 千件発生しています。人口 10 万人当たりで約 90
人になります。心肺停止で救急搬送されるような重篤な症例の場合には、救急車の到着や病院への
搬送に時間がかかるほど、死亡する確率は上がってしまいます。仮に、あなたの地域は、心肺停止
の状態で救急搬送され、1か月以内に亡くなる人が、人口10万人当たり92人程度と、全国平均よ
りも多い水準となっているとして考えてください。」「地域によっては、救急車の到着が遅くても命
を救うために、地域の住民が心臓マッサージや AED などの心肺蘇生法の講習を受けておき、もし
もの時には、救急車が来る前に、住民が応急手当てをして救命の確率を高めようとする取り組みが
進められています。」「そこで、あなたの地域でも、このような住民による心肺蘇生の取り組みを進
めれば、心肺停止で救急搬送される人の1か月後の生存確率が改善され、心肺停止状態で救急搬送
されて亡くなる人が、人口10万人当たり92人程度から、人口10万人当たり90人程度へと改善で
きるとします。なお、10万人当たり92人は全国平均より多く、90人は全国平均と同じ程度の水準
です。」と、人口10万人当たりでの心肺停止状態で救急搬送されて死亡する人数を用いて説明して
いる。 
支払意思に関する質問は、「住民の協力で救急搬送時の生存確率を上げるために、『あなたの世帯
が』協力金を負担するとしたら、どの程度の負担まで賛同できますか。あなたが自由に使えるお金
がその分減ってしまうことを考慮して回答してください。なお、協力金の支払いは、地域の人々の
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命を救うためのものであり、あなたやあなたのご家族が救急搬送される可能性はないと想定してお
答えください。」として、このような支払いの上限額を100円から100,000円の10段階の提示額を
示して質問した。自身あるいは家族の救命というもしもの時の利用価値ではなく、「地域内の他者の
ため」という自身にとっては非利用価値となるものについて、分析を行う。 
４．分析 
（１）モデルの概要 
(1) モデル 
各サンプル（回答者）の支払い意思額は、式(1)によって表されるものとする。 
(1) 
ここで、 iwtp はサンプルiの支払い意思額、 は定数項、 ix は個人属性や地域での取り組み状
況、地域への意識などを示す変数ベクトル（詳細は表 5 を参照）、 iy はアンケート票に示された救
命率向上に関するスコープを示すダミー変数から成る変数ベクトル（詳細は表 2 を参照）であり、
 、はパラメータベクトル、 i は平均ゼロ、分散 2 の正規分布に従うランダム項である。式(1)
より、 i が正規分布に従うことから、 iwtp は対数正規分布に従う。支払い意思額は、救急医療の
充実による効用の上昇を反映するものである。提示されたスコープが異なれば、効用の上昇分も異
なると考えられる。したがって、回答者がスコープを正確に認識し、効用の上昇分の差異が回答に
反映されれば、提示されたスコープの違いが支払意思額の違いとしてあらわれるものと考えられる。
これに対応するため、 iy  の項を加えている。また、本研究にて対象としている救急医療の充実に
よる効用の上昇は、地域住民の救命率の向上によってもたらされる利他的な効用の上昇であること
から、この大きさは、個人属性や地域での取り組みへの参加状況、地域への意識などの影響を受け
る可能性があると考え、 ix  の項を加えている。なお、この項は、後述のシンプルモデルではゼロ
と想定して分析を行っている。 
マルチバウンド方式によって得られたデータから、支払いを許容する最大提示額と拒否する最小
提示額の間に、そのサンプルの支払い意思額が含まれると判断できる。本研究で実施したアンケー
ト調査では、支払い意思については、上述のように、提示額間のどこに支払い意思額が存在してい
るかを示す区間データが得られることから、このようなデータの分析に適した分析方法を選択する
必要がある。そこで、Cameron and Huppert[15]が支払いカード方式によるCVMに用いたgrouped 
data regression modelを適用する。 
アンケートにおける提示金額を小さい順に 1 2 3 9 10, , , ,t t t t t   とする。また、 0 0t  、 11t   と
する。サンプルiの支払い意思額が 1jt  と jt の間の区間に収まる確率は、式(2)で表される。ただし、
1, 2,3, ,11j   である。 
ln i i i iwtp x y       
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(2) 
 
 
式(1)、式(2)より、分析対象となるサンプルの回答結果の同時確率を尤度関数とし、最尤法により
パラメータ推定を行う。 
支払意思額の中央値、平均値は以下のように算出される。 
(3) 
(4) 
回収したアンケート票のうち、提示した救命率の改善に関しての説明を理解できないと回答した
サンプルや、支払意思に関する回答理由が抵抗回答と判定されるサンプルは無効とした。その結果、
以後の分析に用いた有効票は1,742票である。 
 
(2) スコープテスト 
CVM では、支払意思額が提示されたスコープの効用変化の大きさを適切に反映したものとなっ
ているか（スコープ反応性）を確認する手段として、スコープテスト（Scope Test）が実施される。
これは、効用変化幅が異なる複数のスコープに対してそれぞれ支払意思を調査した場合、支払意思
額に有意差が観測されるか否かを確認するもので、同一の回答者に複数のスコープを示して得たデ
ータに対して実施するものは内部スコープテスト、異なる回答者群それぞれに異なるスコープを示
して得たデータに対して実施するものは外部スコープテストと呼ぶ。本研究では、外部スコープテ
ストを、8種類の調査票それぞれの回答に適用する。 
分析モデルは、式(1)の ix  の項をゼロとしたシンプルモデルを適用する。の要素が符号条件を
満たし、有意となる個所はスコープ反応性が認められる、すなわち、スコープの効用変化の大きさ
に応じた支払意思が観測されたと判断できる。分析結果は表3の通りであった。 
分析の結果より、それぞれのケースにおけるスコープの効用変化の大きさを示す定量的な指標は、
回答者に十分には認識されていたとは判断できない。この理由として考えられることとして、以下
が挙げられるであろう。心肺停止状態での救急搬送ののちの救命率という日常の暮らしの中で直面
することの多くない事態について、数値を示して説明されても適切に認識できない可能性がある。
自身や家族の救命ではなく、地域の不特定な誰かの救命について、救命の人数・確率に応じたその
価値の金銭評価を行うことは難しい可能性がある。各回答者にはスコープを1種類のみ示している
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ため、救命率の変化幅と効用変化の幅の対応関係を吟味した回答が得られていない可能性がある。
すなわち、救命率の改善に対して、その改善幅にかかわらず、「改善が生じる」ということに対して
支払意思を回答しているのではないかと推測される。したがって、以下では、救急救命に対する改
善が生じて地域の人々の命が守られやすくなることに対する支払意思の大きさがどの程度の大きさ
なのか、どのような要因に左右されるのかについて、分析を行う。 
 
表3 シンプルモデルによるスコープテストの結果 
変数 パラメータ Z値 
定数項 6.57451 *** 76.3 
ケースB -0.00959    -0.08 
ケースC 0.05893    0.5 
ケースD 0.13136    1.09 
ケースE 0.07710    0.64 
ケースF 0.07981    0.67 
ケースG 0.00421    0.04 
ケースH 0.06424    0.54 
σ(εの標準偏差) 1.21983 *** 56.65 
サンプル数 1,742 
c-AIC 6798.6 
対数尤度 -3390.3 
***：1%有意 
（２）分析結果 
(1) シンプルモデル 
スコープテストの結果、シンプルモデルにおいては、 iy  の項もゼロとみなすことが可能である。
そこで、各サンプル（回答者）の支払い意思額が、式(5)によって表されるものとし、分析を行った。
パラメータ推定の結果は表4のとおりである。 
(5) 
パラメータ推定の結果から、支払意思額の中央値は755円、平均値は1,590円と算定された。 
 
 
 
 
 
ln i iwtp   
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表4 パラメータ推定結果(シンプルモデル) 
変数 パラメータ Z値 
定数項 6.62633 *** 223.07 
σ(εの標準偏差) 1.22064 *** 56.65 
サンプル数 1,742 
c-AIC 6786.9 
対数尤度 -3391.5 
WTP中央値 755円 
WTP平均値 1,590円 
***：1%有意 
 
(2) フルモデル 
各サンプル（回答者）の支払い意思額は、式(1)によって表されるものとする。 ix には、表 5 に
示したような変数が含まれるが、一部に相関の高い組み合わせがあり、多重共線性
（multicollinearity）の影響を抑えるため、「自治会」「国政選挙」「頼り（近所）」「信頼（人）」「継
続居住」「魅力」「愛好」「満足」「出身」を変数から除外して、パラメータ推定を行った。 
 
表5 分析に用いた変数と内容 
変数 内容 
ln提示額 支払提示金額の自然対数。提示した金額は「100円」「200円」「500円」「1,000円」「2,000
円」「5,000円」「10,000円」「20,000円」「50,000円」「100,000円」。 
ケースB ケースBのスコープを提示されたサンプルは「1」。それ以外は「0」。 
ケースC ケースCのスコープを提示されたサンプルは「1」。それ以外は「0」。 
ケースD ケースDのスコープを提示されたサンプルは「1」。それ以外は「0」。 
ケースE ケースEのスコープを提示されたサンプルは「1」。それ以外は「0」。 
ケースF ケースFのスコープを提示されたサンプルは「1」。それ以外は「0」。 
ケースG ケースGのスコープを提示されたサンプルは「1」。それ以外は「0」。 
ケースH ケースHのスコープを提示されたサンプルは「1」。それ以外は「0」。 
男性 性別が男性は「1」。女性は「0」。 
30歳代 年齢が30～39歳は「1」。それ以外は「0」。 
40歳代 年齢が40～49歳は「1」。それ以外は「0」。 
50歳代 年齢が50～59歳は「1」。それ以外は「0」。 
60歳代 年齢が60～69歳は「1」。それ以外は「0」。 
居住年数 今住んでいる地域での居住年数（年）。 
配偶者有 配偶者がいる場合は「1」。いなければ「0」。 
子供有 結婚していない子もしくは孫がいれば「1」。いなければ「0」。 
介護有 介護が必要な家族がいれば「1」。いなければ「0」。 
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搬送有 最近1年間に、命にかかわる病気やけがで救急搬送された家族がいるなら「1」。そうで
なければ「0」。 
log10 地域人
口 
回答者が回答時に想定している「地域」の人口の常用対数。人口は50人から1,000,000
人までの選択肢から回答。 
高所得 年収600万円以上は「1」。600万円未満は「0」。 
救命経験 実際に倒れている人に対する心肺蘇生の経験があるなら「1」。そうでなければ「0」。 
実習経験 実際に倒れている人に対する心肺蘇生の経験はないが、救命講習での実習経験があるな
ら「1」。そうでなければ「0」。 
挨拶 地域でのあいさつを積極的に実施していれば「1」。そうでなければ「0」。 
イベント 地域の祭りやイベントに積極的に参加していれば「1」。そうでなければ「0」。 
自治会 自治会・町内会・婦人会・老人会などの活動に積極的に参加していれば「1」。そうでな
ければ「0」。 
国政選挙 国政選挙での投票を積極的に行っていれば「1」。そうでなければ「0」。 
地方選挙 地方選挙（住民投票を含む）に積極的に行っていれば「1」。そうでなければ「0」。 
防犯 火の用心の見回りなどの地域の防犯活動に積極的であれば「1」。そうでなければ「0」。 
防災 防災訓練、避難訓練に積極的に参加していれば「1」。そうでなければ「0」。 
清掃美化 地域の清掃活動、花植えなどの街を美しくする活動に積極的に参加していれば「1」。そ
うでなければ「0」。 
交通安全 通学路等での交通安全活動に積極的に参加していれば「1」。そうでなければ「0」。 
PTA PTA活動、子供会活動に積極的に参加していれば「1」。そうでなければ「0」。 
弱者介助 家族以外のお年寄りや障がいのある方への手助けを積極的に実施していれば「1」。そう
でなければ「0」。 
スポーツ 地域でのスポーツ、レクリエーション活動に積極的に参加していれば「1」。そうでなけ
れば「0」。 
芸術文化 地域での芸術、文化活動、生涯学習などに積極的に参加していれば「1」。そうでなけれ
ば「0」。 
まちづくり 地域のまちづくりのための取り組みに積極的に参加していれば「1」。そうでなければ
「0」。 
ボランティア 地域でのその他のボランティア活動を積極的に実施していれば「1」。そうでなければ
「0」。 
情報発信 地域の情報をインターネットなどを通して積極的に発信していれば「1」。そうでなけれ
ば「0」。 
情報収集 地域の情報を広報誌やインターネットなどから積極的に収集していれば「1」。そうでな
ければ「0」。 
頼り（近所） 家族、親せき以外の人で、困ったときに近所に頼ることのできる人がいるなら「1」。そ
うでなければ「0」。 
頼り（地域） 家族、親せき、ご近所以外の人で、困ったときに地域に頼ることのできる人がいるなら
「1」。そうでなければ「0」。 
治安 この地域の治安が良いと考えるなら「1」。そうでなければ「0」。 
居住 この地域が住みやすいなら「1」。そうでなければ「0」。 
誇り この地域の住民であることに誇りを感じるなら「1」。そうでなければ「0」。 
場所 この地域に、自宅や親せき、友人宅以外にお気に入りの場所があるなら「1」。そうでな
ければ「0」。 
79
 
 
信頼（人） この地域の人たちのことを信頼できるなら「1」。そうでなければ「0」。 
信頼（行政） この地域の行政のことを信頼できるなら「1」。そうでなければ「0」。 
活気 この地域は活気があると考えるなら「1」。そうでなければ「0」。 
継続居住 この地域に今後も住み続けたいなら「1」。そうでなければ「0」。 
魅力 この地域が魅力的であり続けてほしいなら「1」。そうでなければ「0」。 
愛好 この地域が好きなら「1」。そうでなければ「0」。 
満足 この地域での暮らしに満足なら「1」。そうでなければ「0」。 
愛着 この地域に愛着があるなら「1」。そうでなければ「0」。 
出身 この地域が自分の出身地なら「1」。そうでなければ「0」。 
 
ケース B からケース H の各ダミー変数を含めたモデルと除外したモデルの双方を分析したとこ
ろ、ダミー変数を除外したモデルのほうが、c-AIC（consistent AIC: Akaike's Information Criterion）
の値が小さくなったため,こちらを採用する。パラメータ推定結果は表6のとおりである。 
 
表6 パラメータ推定結果(フルモデル) 
変数 
タイプダミー有モデル タイプダミー無モデル 
パラメータ Z値 パラメータ Z値 
定数項 5.95851 *** 41.81 5.97396 *** 48.77 
男性 0.06448  1.09 0.06572  1.11 
30歳代 -0.01368  -0.13 -0.01281  -0.13 
40歳代 0.05386  0.51 0.05471  0.52 
50歳代 0.32977 *** 2.96 0.32838 *** 2.95 
60歳代 0.42316 *** 3.72 0.42188 *** 3.71 
居住年数 -0.00249  -1.12 -0.00246  -1.11 
配偶者有 -0.09609  -1.31 -0.09272  -1.27 
子供有 -0.09389  -1.35 -0.09753  -1.41 
介護有 -0.07984  -0.9 -0.07619  -0.86 
搬送有 0.22877  1.35 0.22671  1.34 
log10地域人口 0.03360  1.46 0.03393  1.48 
高所得 0.35665 *** 5.63 0.35616 *** 5.64 
救命経験 0.12982  0.68 0.13069  0.68 
実習経験 0.10465 * 1.70 0.10641 * 1.73 
挨拶 0.03602  0.55 0.03575  0.54 
イベント 0.02339  0.28 0.02270  0.27 
地方選挙 0.05744  0.87 0.05754  0.87 
防犯 -0.06110  -0.38 -0.07040  -0.44 
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防災 -0.04631  -0.39 -0.04775  -0.41 
清掃美化 -0.05974  -0.62 -0.05793  -0.60 
交通安全 -0.00514  -0.03 -0.00410  -0.02 
PTA 0.13117  1.05 0.13033  1.04 
弱者介助 0.16444  1.01 0.16432  1.01 
スポーツ 0.26170 ** 2.15 0.25585 ** 2.11 
芸術文化 -0.10161  -0.67 -0.09327  -0.62 
まちづくり 0.37984 ** 2.34 0.37964 ** 2.34 
ボランティア 0.16168  1.19 0.15860  1.17 
情報発信 -0.16585  -1.07 -0.16079  -1.04 
情報収集 0.01025  0.13 0.01212  0.15 
頼り（地域） 0.10664  1.38 0.10837  1.41 
治安 0.09318  1.50 0.09743  1.57 
居住 0.15337 ** 2.31 0.15183 ** 2.29 
誇り 0.04028  0.40 0.03658  0.36 
場所 0.16642 ** 2.25 0.16782 ** 2.27 
信頼（行政） -0.02458  -0.22 -0.02552  -0.22 
活気 -0.16424  -1.47 -0.15963  -1.43 
愛着 0.10705  1.46 0.10782  1.47 
ケースB -0.02213  -0.19 ―  ― 
ケースC 0.02285  0.20 ―  ― 
ケースD 0.04859  0.42 ―  ― 
ケースE 0.04257  0.37 ―  ― 
ケースF 0.08566  0.75 ―  ― 
ケースG -0.02257  -0.20 ―  ― 
ケースH 0.00627  0.05 ―  ― 
σ(εの標準偏差) 1.15664 *** 56.50 1.15715 *** 56.50 
サンプル数 1,742 1,742 
c-AIC 6693.2 6680.8 
対数尤度 -3300.6 -3301.4 
*：10%有意, **：5%有意, ***：1%有意 
 
 推定結果より、支払意思額が有意に高い、すなわち、自身以外の地域住民の救命に対する利他的
な効用が高いのは、50 代、60 代といった高齢層、所得の高い人である。また、心肺蘇生について
の講習や実習の経験のある人、地域のスポーツやレジャーに積極的な人、まちづくり活動に積極的
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にかかわっている人、この地域は住みやすいと感じている人、地域の中にお気に入りの場所を持っ
ている人は、支払意思額が有意に高いという結果であった。地域の中で自分自身が快適に楽しく生
活できている人の支払意思額が高いという傾向である。有意ではないものの、配偶者や子供を有す
る人は支払意思が低くなる傾向があるようである。地域の情報発信に積極的な人や地域に活気があ
ると感じる人も同様の傾向のようである。これは、複数の世帯人員で暮らす環境や地域の元気な様
子への実感が、地域の安心安全への充足感を生み、市民による救急救命活動への支払の必要性を減
退させているのではないかと推測される。 
５．結論 
本研究では、人々の地域とのかかわりや地域への意識、認識と、地域住民の利他性による非利用
価値の発現との関係について、救急救命の効果に着目して、支払意思を問うアンケート調査をもと
に分析した。分析にあたっては、自身と家族は救急搬送されないとして、地域内の住民への利他性
に基づく支払い意思の特徴を捉えることを試みた。 
その結果、利他的な効用による支払い意思が高くなるのは、50 代、60 代の高齢層、高所得者、
心肺蘇生についての講習や実習の経験のある人、地域のスポーツやレジャーに積極的な人、まちづ
くり活動に積極的にかかわっている人、この地域は住みやすいと感じている人、地域の中にお気に
入りの場所を持っている人であった。地域の中で自分自身が快適に楽しく生活できている人の支払
意思額が高いという傾向であると言えよう。有意ではないものの、配偶者や子供を有する人は支払
意思が低くなる傾向があるようである。地域の情報発信に積極的な人や地域に活気があると感じる
人も同様の傾向のようである。これは、複数の世帯人員で暮らす環境や地域の元気な様子への実感
が、地域の安心安全への充足感を生み、市民による救急救命活動への支払の必要性を減退させてい
るのではないかと推測される。 
しかしながら、本研究で実施したアンケート調査には、いくつかの課題も残る。 
一点は、インターネットアンケートを利用したことから、70歳以上の高齢者のサンプル収集を断
念したことである。もう一点は、スコープテストをクリアできず、支払意思額の定量的な精度に課
題が残った点である。費用便益分析に活用できる水準の分析結果とは言えず、地域活動や社会関係
資本との関係についても本研究の成果を持って普遍性、一般性を有する知見を得たとは言い難い。
たとえば、地域活動への参加前後での支払意思の変化を確認するなどの調査の工夫と蓄積が必要で
ある。 
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